
１　はじめに

盧　研究の背景
　本研究ノートは、日本における都道府県別にみ

た産業構造と、年代別の失業との関係について分

析を試みる。また現在実施されている関連政策で

ある「若者自立・挑戦プラン」についてまとめる１）。

　欧米諸国において、第２次大戦後、失業問題は

最も重要な政策課題であった。それに対し日本に

おいては、戦後長期間の高成長のおかげで、失業

問題そのものは比較的軽微な社会問題であった。

産業界の労働需要が右肩上がりであったことや、

新卒労働市場が安定的であったことが、その後の

日本型雇用システムを作っていった。それらは年

功序列型賃金体系や ���を中心とした社内教育制

度に支えられた生涯雇用制度であり、結果として

特に若年層に絞った問題設定そのものが行なわれ

てこなかった。将来的な少子化の予測も、中長期

的には若年層の需給バランスの変化を示しており、

まさに時間とともに解決される問題であるとされ

ていた。

　このような状況は、特に１９９０年代のいわゆるバ

ブル崩壊後に大きく変わった。従来は企業内や産

業内の「失業なき労働移動」で吸収されてきた労

働移動は、失業という形で顕在化してきた。また

グローバル化の中で、産業の国際競争力を確保す
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要　　旨
　本研究は、若年層の失業を理解する上で、各都道府県の産業構造との関係に着目し、考察を行なった

ものである。また産業別の臨時雇の割合にも着目した。

　産業構造や年代別の失業率を都道府県別に正確に把握するために２０００年の国勢調査に基づいて、それ

ぞれの値を算出し、分析を行なった。

　その結果分かったことは以下の通りである。

１）　東京都、神奈川県では失業者の中で若年者の占める割合は比較的少ないのに対し、茨城県や栃

木県、福島県では全年代の失業率では全国平均を下回っているのに、若年層だけみると全国平

均を上回っていた。

２）　製造業が多い地域において失業が少ないという傾向、またサービス業、卸売・小売・飲食店業

が多い地域において失業が多いという傾向がみられた。

３）　臨時雇用と各年代の失業は常に正の相関を持っていたが、その傾向は特に若年層において顕著

にみられた。

　本研究では、最後に政策面からの検討として、平成１５年から実施されている省庁横断的な政策である

「若者自立・挑戦プラン」について概要をまとめ、本研究結果から予想できる将来への示唆を示した。
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１）同様の研究は、例えば水野（１９９２）第８章にみられ
る。本研究では主に７０年代から８０年代のデータに基づ
いて行なわれているこの研究を、２０００年の国勢調査を
用いることで、知見の再確認を行なった。また平成１４
年度版労働経済白書 ����８０�８７�において行なわれてい
る分析とはほぼ整合的な結論を得ることができた。後
述の分析の章で、関連する点についてさらに触れる。



るため、労働市場の柔軟性を高めることが政策目

標とされ、派遣労働やパートタイム労働といった

多様な労働形態が、より広い産業領域において認

められるようになってきた。このような中で失業

率が初めて５％を突破し、経済構造改革の「痛み」

としての失業問題に注目が集まるようになってき

た。

　中でも若年層の問題が取り上げられるように

なったのは、「パラサイトシングル」「フリーター」

といった耳に残りやすい言葉が用いられて一般に

広まったことを理由としてあげることができる。

これらは、若年層の失業や雇用形態について、生

活や居住の様式、勤務形態といったより個人の属

性に従った労働供給の側面に焦点をあてている点

で非常に特徴的である。

　本研究の問題意識は、このような側面から理解

される傾向にある若年層の失業問題を、労働の需

要面と供給面のマッチングから分析することがで

きるのではないか、という点にある。具体的には

２０００年の国勢調査のデータを用いて、各産業の就

業者数と年代別失業率との関係について、都道府

県別に検討を行った。

盪　問題の所在と研究の構成
　本研究では、まず第２章において、若年層の失

業問題をめぐる様々な議論を整理する。国際比較

や、既存研究のレビューを通じて、若年層の就業

意識を問題視しているもの、日本全体の企業の高

齢化といったマクロ的要因を指摘しているものな

ど、失業問題の原因を指摘する多様な研究の中で、

特に本研究の問題意識である、地域の経済構造と

の関係に焦点を当てていく。

　第３章では分析で用いる手法について説明をす

る。特に分析は２０００年の国勢調査に基づく部分が

多いため、その調査そのものの特性と制約を正し

く理解することが非常に重要である。

　第４章では前章に基づいて分析を行なう。産業

構造や臨時雇用の割合と、各年代の失業率の関係

をみることで、都道府県ごとの失業問題を浮き彫

りにする。また第５章では、それら分析に基づい

た考察を行う。

　第６章では、現在若年層に特化した施策として

行なわれている「若者自立・挑戦プラン」という

省庁横断的な政策について紹介を行なう。

　最後に第７章で、本論稿が積み残した課題につ

いて触れ、まとめとする。

２　若年失業をめぐる既存研究

盧　�若年者個人の職業・就業意識
　若年層をめぐる議論としては、個人の職業意識

を問題の原因とするものが、最近では特に多い。

　例えば大久保（２００２）では、インタビュー調査

を通じて、高卒、大卒を中心とした若年層の就業

意識が希薄になっていることを指摘している２）。

会社の名前、部署ごとの仕事内容などをほとんど

知らずに就職活動を行ない、「自己実現」という言

葉が一人歩きしてしまっていると指摘している。

その結果、キャリアパスを進めるのではなく、「ぐ

るぐる同じ場所で回り続ける学生が多い」という

結果となるとしている。

　また小杉（２００２）では、調査対象となる「フ

リーター」の定義を、「フリーター」を自称する

もの、としている３）。これは、フリーターの定義

があいまいであり、統計上捉えにくい層が存在し

ている、という制約の中で、より個人の「意識」

を重要視した選択であるといえよう。

　またこのような若年層の意識に関しては、一定

方向の「プロトタイプ化」が進行しているともい

える。丸山（２００４）では、フリーターの暮らしぶ

りとして、所得、税金、消費、貯蓄、年金といっ

た各側面からみることで、実態を明らかにしてい

るとしているが、その場合のフリーターの本質は

短期雇用と低所得という認識にとどまっている４）。

「ニート」や「フリーター」といったキーワード

とイメージが先行することで、ともすると「引き

こもり」や若者の凶悪犯罪といった社会問題まで

もが混同されて議論されていることは、大変由々

しき事態である。

盪　経済構造との関連の研究
　これに対し玄田（２００１）では、これまでの研究

同様インタビュー調査を精力的に行ないながらも、

精緻化された統計分析によって、このような就業
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２）大久保（２００２）特に第２章（����５７�９２）を参照。
３）小杉（２００２）特に序（����１�１３）を参照。
４）丸山（２００４）特に第３章（����９５�１２２）を参照。



形態が、個人の要因よりも、全体的な経済状況に

よって説明可能であると指摘している。

　この研究によると、若年層においては、求人倍

率などに現れている量的側面以上に、質の面での

マッチングの低下が見られ、結果として仕事に就

かない、仕事に就いても離職してしまう、といっ

た結果になってしまっていると分析している。そ

のような若年層向けの仕事において、一部では

キャリアアップが見込めるのに対し、一部では

���などを通じた職業能力の育成がほとんど行な

われないというような「仕事格差」が広がってい

る状況に対して警鐘を鳴らしている５）。またそのよ

うな状況の原因として、「中高年の既得権」の行使

による「企業の高齢化」という現象を挙げている６）。

　単に個人の意識に問題の原因を求めるのではな

く、若年層のマッチング状況について世代要因か

ら見ることで、就業意識と就業行動の原因と結果

を逆転させた点が高く評価できる。

蘯　労働需給のマッチングと地理的な範囲
　失業は、言うまでもなく労働需要と労働供給が

不均衡であることから生じる。均衡的な労働市場

を想定した場合、供給が需要を上回ることで失業

が発生し、逆に需要が供給を上回る場合に、欠員

が発生している。

　実際はこの欠員と失業が同時的に発生している

ため、不均衡な労働市場を想定する方がより現実

的である７）。この場合重要となってくるのが、需

要と供給の水準に加え、実際に求人と求職者がど

の程度マッチングしているのか、という水準であ

る。本研究では、各地域、各産業における就業者

の数を、このマッチングの結果生まれたという理

解をしている。

　また地理的に言えば、この需給バランスを一国

経済の総需要と総供給のマッチングを考える場合

と、個人の求職活動に着目した、地理的な範囲の

狭い場合とが考えられる。本研究では、労働市場

の地理的な範囲として、都道府県の規模を想定し

分析を行なった。

　従って都道府県の境界を越えて求職活動を行

なっているケースは考察対象から外れてしまうこ

とになってしまう。一般的に日本の労働移動はそ

れほど高くないとされており、地理的に分断され

た労働市場が形成されていると考えることができ

る。

　このような問題意識と類似性を持った研究とし

ては、岩本ほか（２００４）を挙げることができる８）。

２０００年の国勢調査に基づいた分析では、産業構造

や都市規模と失業の関係を示し、サービス業が立

地した都市において失業が生まれているという、

「都市型失業」を一般的な傾向として示した。逆に

製造業や建設業が多く立地する地域においては、

失業率が低いという傾向がみられた。

　本研究では、これらの既存研究を踏まえ、都道

府県別、年代別、産業別の分析の中で、産業構造

と若年失業の関係について分析と考察を行なう。

またその際に、単に失業だけに着目するのではな

く、常時雇用と臨時雇用の割合にも注目すること

で、雇用の流動化、不安定化といった傾向との関

係についても一定の知見を得ようと考えている。

３　研究手法

盧　統計上の制約について
　前述のように、本研究では、都道府県別の年代

別雇用データと、都道府県別の産業構造のデータ

を照合し、関係性を見ることを目的としている９）。

その点において、統計上の制約は、まず国勢調査

を使用しないと、都道府県別に有意な失業率の

データが出てこないということである。年代別、

かつ都道府県別の失業率というのは、国レベルで

は平成１４年９月の就業構造基本調査によって初め

て公表されたものであり、またそのデータも、全

国調査の集計に先立ち県別に集計したものであっ

て、全ての年代と都道府県において統計的に等し

い有意性が保証されているわけではない１０）。この
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５）玄田（２００１）����１２０�１４０
６）玄田（����）����５９�６３
７）均衡・不均衡の労働市場については、中馬（１９９５）
����１６７�２０５に詳しい。

８）岩本ほか（２００４）参照。
９）水野（１９９２）����２４４�２５５�や香川・伊藤（２０００）で
は北海道、東北、あるいは南関東といった１０の地域を
採用した研究を行なっている。この場合年次の労働力
調査年報が利用可能であるというメリットがあるが、
各地域の中の都道府県間格差が平準化されてしまうと
いう問題がある。

１０）就業構造基本調査の都道府県別集計に関しては、



ような制約から、国勢調査を用いるため、使用可

能な最新のデータが２０００年のものとなってしまう。

　このような制約条件の中で、各年代別の失業率

を以下のように求めた。

　まず国勢調査で用いられている「労働力方式」

に基づき、第２次基本集計表の第２表より各都道

府県の労働力人口と、完全失業者を年代別に実数

で集計する１１）。そして以下の式に基づき各年代の

完全失業率を算出した１２）。

　（各年代の）完全失業率＝�（各年代の）完全失業

者／�（その年代の）労働力

盪　産業構造の分析について
　産業構造については、県民経済計算による算出

と就業者数による算出が可能であるが、国勢調査

に基づいた失業率のデータを用いているため、同

様の調査から分かる就業者数のデータを基本的に

用いた。具体的には第２次基本集計表の第３表を

用いた。

　この場合、国勢調査の就業者数で用いている産

業分類と、県民経済計算において用いている産業

分類が、どちらも日本標準産業分類に基づいた独

自の分類をしているため、いくつかの点で食い違

いが見られた。そのためやはり国勢調査に合わせ

る形での産業分類にあわせるため、県民経済計算

の値を再計算し、産業分類の値とした。

蘯　若年層の年代区分について
　「若年層」に焦点を当てる上で、一体何歳から何

歳までが「若年」に当たるのか、という議論は常

に気を配る必要があろう。

　例えばイギリスでは政策上も研究上も、１８歳以

上２４歳未満という区切りを「若年層」として扱っ

ている。それに対し ����では労働人口である１５

歳から２４歳、２５歳から５４歳、そして５５歳から６４歳

という区分で労働人口の中の年代区分を行い、失

業率や労働力率を算出している１３）。

　日本において通常の就業統計上でされる年代区

分は、労働人口である１５歳から２４歳、２５歳から３４

歳、３５歳から４４歳、４５歳から５４歳、５５歳から６４歳、

６５歳以上という６区分である。国勢調査ではより

細かく、１５～１９歳、２０歳から２４歳といった５年後

との区切りをしている場合が多く、この場合は上

記の６区分に集計しなおした値を用いた。

４　分　　析

盧　都道府県別にみた年代別失業率の分布
　本章ではまず、都道府県別にみた、失業率の分

布をしめす。２０００年の国勢調査に基づいた全国・

全年代の失業率は、平均で４．７％であるのに対し１５

歳から２４歳では９．２％であった。このように若年

層の失業率が各年代層の中でもっとも高い数値に

なっているとともに、全年代のほぼ倍にあたると

いう傾向は、全都道府県をみても共通であった。

　またこの図１と図２をもとに、全国平均を１００と

して、全年代の失業率と１５～２４歳の失業率を地図上

に表したのがそれぞれ図３と図４の分布図である。

　また表１は、１５～２４歳における失業者が、全失

業者の中で占める割合を示している。

　これらの図表から、全国的な失業率の高低と若

年層の失業において、一部地域において興味深い

特徴がみられる。

　最も若年層の失業率が軽微なのは東京都や神奈

川県といった大都市圏であり、全年代の失業率が

全国平均とほぼ変わらないことから考えても、都

心部において若年層の失業問題が顕著であるとい

う結果はここでは見られなかった１４）。

　四国地方は、全年代でみた場合ほぼ平均的な失

業率であるのに対し、若年層では非常に高い値を

示している。さらに深刻なのは沖縄県を筆頭に、

茨城県や栃木県、福島県といった北関東から東北

にかけた地域、そして九州地方であるということ

―� ―���

１３）例えば ���������	
���
���
�		��２０００年版 ����
２０６�２１４�を参照。
１４）このことは、しかしこれら地域において失業問題が
全般として軽微であるといえるわけではない。例えば
神奈川県では、６５歳以上の失業率が全国平均の１．５倍
と、大阪府についで全国２番目に高いことなど、年代
を区切ると浮き彫りになってくる問題がある。

ホームページ（�������������	��
�����
	�	����
����
�２００２�����������	
���
�）を参照。

１１）国勢調査のデータは総務庁統計局のホームページよ
りエクセル形式でダウンロードが可能である。詳しく
は �������������	��
�����
	�	������������������を
参照。

１２）これに対し、就業構造基本調査では有業者方式を
とっている。これらの方式の違いについては中馬
（１９９５）���３�５�を参照。
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図１　失業率（全年代）�１５）

１５）　これ以降全ての図表は総務省「国勢調査」２０００年
版より作成した。

図２　失業率（１５～２４歳）



がいえる。沖縄県以外のこれらの地域は、全年代

における失業率が全国平均を下回っているのに対

し、若年層だけは平均を大きく超えているという

逆転現象が起きている。

　そして四国は、全年代でみると若干高い程度で

あるが、若年層に限ってみると問題が集中してい

る地域といえよう。

盪　就業者数からみた地域別産業構造分布
　それでは前節の失業の構造に対し、産業構造は

どのようになっているのだろうか。表２は、全産

業のうち製造業、建設業、サービス業、卸売・小

売・飲食店業の各産業の就業者のしめる割合を、

全国平均を１００としてまとめたものである１６）。

　これによると、一般的な傾向として地方や山間

部において建設業が立地していることが分かる。

また製造業は、静岡、愛知を中心に、ほぼ同心円

上に分布していることが分かる。これに対し卸

売・小売・飲食店業は、東京、愛知、大阪、広島、

福岡といった各地方の都市部をそれぞれ中心とし

た多極化の構造であることが分かる。

　またサービス業は、東京を中心に同心円状に広

がっているが、北海道や沖縄といった観光業が強

い地方においても、比率が上がる傾向にあること

が分かる。

　地域間でのばらつきをみた場合、建設業や製造

業の方が地域格差が大きく、卸売・小売・飲食店

業やサービス業の方がそのような差異が小さいこ

とも分かった。例えば製造業では、最大の滋賀県

では全国の１．５倍となっているが、北海道では半分

の４８、沖縄では２７と、製造業の立地が地理的な要

因に非常に大きく左右されていることが分かる。

蘯　地域産業構造と年代別失業率の相関
　それでは第１節でみた失業の構造と第２節でみ

た産業構造が、どのような関係にあるのかについ

て、分析してみたい。

　下記の表３は、各年代の失業と、各産業のしめ

る割合とがどのような相関関係にあるかを示した

ものである。

　これによると製造業が強い地域においては、逆

―� ―���

図３　全年代の失業率の分布 図４　１５～２４歳の失業率

１６）国勢調査の産業大分類は、農業、林業、漁業、鉱業、
建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、運
輸・通信業、卸売・小売・飲食店業、金融・保険業、
不動産業、サービス業、公務（他に分類されないも
の）、分類不能の産業の１４種に分類されている。
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表１　全失業者の中で若年層が占める割合

全国を１００とし
た指数

割　　合

１０９２１．１％全　 国
１１２２２．９％北 海 道
１０７２３．７％青 森 県
１２１２２．６％岩 手 県
１０５２５．５％宮 城 県
１０８２２．１％秋 田 県
１１３２２．７％山 形 県
１１５２３．８％福 島 県
１１３２４．２％茨 城 県
１０６２３．８％栃 木 県
１０２２２．３％群 馬 県
１０１２１．５％埼 玉 県
８５２１．３％千 葉 県
８８１７．８％東 京 都
１０８１８．５％神 奈 川 県
８８２２．７％新 潟 県
９５１８．５％富 山 県
９６２０．０％石 川 県
９８２０．３％福 井 県
９５２０．６％山 梨 県
１０４２０．０％長 野 県
９３２１．９％岐 阜 県
１０２１９．７％静 岡 県
９２２１．５％愛 知 県
１０９１９．３％三 重 県
９８２３．０％滋 賀 県
９２２０．６％京 都 府
９４１９．３％大 阪 府
９９１９．７％兵 庫 県
１０４２０．９％奈 良 県
１０５２１．９％和 歌 山 県
９３２２．２％鳥 取 県
１００１９．６％島 根 県
９６２１．１％岡 山 県
９０２０．１％広 島 県
１０３１９．０％山 口 県
９８２１．６％徳 島 県
１０１２０．５％香 川 県
１０２２１．３％愛 媛 県
１１１２１．５％高 知 県
１１３２３．４％福 岡 県
１０９２３．７％佐 賀 県
１１５２３．０％長 崎 県
１０６２４．３％熊 本 県
１０８２２．３％大 分 県
１１０２２．７％宮 崎 県
１３１２３．２％鹿 児 島 県
１０９２７．７％沖 縄 県

表２　都道府県別産業構造（全国を１００とした指数）

サ ー ビ
ス業

卸売・小
売業，飲
食店

製造業建設業

１００１００１００１００全　 国
１０７１０２４８１２５北 海 道
９３９０６２１３４青 森 県
９１８５９０１１９岩 手 県
９６１０８７８１１６宮 城 県
９４８９９２１２８秋 田 県
８５８６１１９１１５山 形 県
８８８５１１７１１８福 島 県
９１８７１２２９７茨 城 県
９０８９１３７９３栃 木 県
９８１０３１１４９７群 馬 県
９６１００１１０９３埼 玉 県
１０５１０３７８９４千 葉 県
１２１１１０７６７７東 京 都
１１４１０１９６９１神奈川県
９１９３１１１１２６新 潟 県
９１９１１３６１１８富 山 県
１０２９７１１０１１１石 川 県
９３９０１３０１２１福 井 県
９２８７１２０１０７山 梨 県
８８８３１２６１０６長 野 県
８８９５１４４１０６岐 阜 県
８６９３１４６９２静 岡 県
８５１０４１４４８９愛 知 県
９０９０１３４９８三 重 県
９１８５１５６８４滋 賀 県
１０３１１０１０６８２京 都 府
９７１１５１０６９５大 阪 府
９９１０２１０９９２兵 庫 県
１０５９９１０９８１奈 良 県
９６９６８６９８和歌山県
９５８８９３１１５鳥 取 県
１００８９８２１２７島 根 県
９５９４１１３１０４岡 山 県
９８１０４１００１０１広 島 県
９７９４９２１１９山 口 県
９８８８９０１１３徳 島 県
９５１０３９７１０３香 川 県
９６９５９２１１０愛 媛 県
１０６１００５２１２０高 知 県
１０８１１４７０１０７福 岡 県
９８９３８４１１０佐 賀 県
１０７９９６１１１５長 崎 県
１０４９３７２１０５熊 本 県
１０３９４７４１２２大 分 県
１０１９３７０１１６宮 崎 県
１０４９４６５１１３鹿児島県
１２２１０７２７１３４沖 縄 県



相関、つまり失業が低くなる傾向があることが分

かる。これに対し建設業や卸売・小売・飲食店業、

サービス業では、正の相関が見られ、これらの産

業が多い場合失業が増える傾向にあることが分か

る。

　しかし年代別に詳細を見ていくと、各産業にお

いて違いがあることも見て取れる。

　建設業は全年代を通してみた場合ほとんど相関

はないのだが、若年層においては多少なりとも正

の相関、逆に年代が高くなると負の相関が見られ

る。

　製造業では５４歳までは年代に関係なく強い負の

相関が見られるのに対し、それ以上の年代になる

と相関が急に弱くなっている。

　卸売・小売・飲食店業とサービス業とでは、相

関の度合いは相当程度類似している。若年層だけ

をみた場合、他の年代に比べると相関係数が低く

なることは特徴として挙げられる。
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表３　産業別就業者数と年代別失業率の相関

６５～５５～６４４５～５４３５～４４２５～３４１５～２４全年代

�０．３７�０．２６０．２００．１８０．１１０．３５０．０７建 設 業

�０．０９�０．３３�０．７０�０．７０�０．６８�０．６９�０．６１製 造 業

０．６９０．７００．５２０．５６０．５７０．３２０．６１卸売・小売業、飲食店

０．４００．５００．６３０．６３０．６１０．４９０．６１サ ー ビ ス 業

表４　産業別臨時雇用比率と年代別失業率の相関

６５～５５～６４４５～５４３５～４４２５～３４１５～２４全年代

０．３８０．３９０．６１０．６７０．６６０．６７０．６４建 設 業

０．０９０．１３０．４１０．４８０．４７０．５４０．４４製 造 業

０．３５０．４５０．４００．４５０．４７０．４４０．５１卸売・小売・飲食店業

０．１４０．０５０．１６０．２００．１５０．１３０．１７サ ー ビ ス 業

図５　都道府県別産業構造



盻　産業別臨時雇の割合
　国勢調査第２次基本集計表の第７表では産業別

で、雇用形態の割合を示している。それらは雇用

者、役員、雇人のある業主、雇人のない業主、家

族従業者、家庭内職者である。全体のほぼ７割か

ら８割が雇用者（��������）となっているが、さ

らにその中で常時雇（����������	�
���）と臨時

雇（���������	���
����）とに分類されている。

そこでこの雇用者の中で臨時雇が占めている割合

を、産業別に算出した。

　その結果、全産業における全国平均値は１３．７％

であるのに対し、建設業では９．８％、製造業では

８．９％と平均では低い値を示していることがわかっ

た。それに対し卸売・小売・飲食店業では１８．６％、

サービス業では１６．１％とかなり高い値を示してい

ており、産業ごとの特性が明確である。

　それに対し、地域ごとにみるとばらつきがある

のはむしろ建設業や製造業であり、北海道の

１８．０％（建設業）、１７．４％（製造業）を筆頭に沖

縄県や東北地方で高い値を示している。逆に中部

地方、中国地方では低い値を示している。これに

対し、卸売・小売・飲食店業とサービス業では、

地域的なばらつきは大きくなく、サービス業では

２０％を越える地域はなかった。それに対し卸売・

小売・飲食店業で２０％を超えるのは、茨城県

（２０．８％）、神奈川県（２０．３％）、滋賀県（２１．６％）、

沖縄県（２５．６％）であるが、それ以外はほぼ平均

値と近い値を示している。

　このような臨時雇の比率を前節と同様、各年代

の失業率との相関をとったものが表４である。

　これによると、どの産業、どの年代においても、

臨時雇用比率が高い地域では、失業も高いという

正の相関が見られた。

　これらの傾向は、しかし年代別にみると異なる

傾向を示している。つまり年代が上がるに従って

臨時雇との相関が見られにくくなってくるのであ

る。逆に若年層から３４歳までの層においては、高

い相関がみられる１７）。

　また、産業別に見るとサービス業の相関関係が

他の年代に比べて低いことが分かる。逆に産業構

造でみると、失業とは逆相関の強かった製造業が

若年層においては比較的強い相関関係を持ってい

ることが分かる。

５　小　　括

　上記の分析結果をまとめ、産業構造との関係で

みると以下のようになる。

　まず製造業が失業率と逆相関関係にあり、製造

業の就業者数が多い都道府県では失業率が低い傾

向にあることが分かった。それに対しサービス業

と卸売・小売・飲食店業に従事する人口の多い地

域では、失業率が高いという傾向がみられた。

　臨時雇用が多いことが、雇用の不安定性を生み

出しているのではないかということが言える。

　このような傾向は、産業構造とともに、臨時雇

いの比率との関係とあわせて理解する方が適切で

あることを示している。

　上記の分析より観察されたのは、製造業が多い

地域では、雇用吸収力が生まれ、失業が低いとい

うことであった。またその中でも臨時雇用の比率

が高まることは望ましくなく、安定的な常時雇用

の比率が高い方が失業が減っていることが分かっ

た。

　このような結果が示唆しているのは、従来から

「正規雇用」とされた正社員による働き方であるが、

このような働き方が今後にわたってこのように製

造業の正規雇用が「典型例」であるとされ続ける

かについては、大変疑問がある。現在は労働市場

の流動性を高め、雇用形態の多様化を認めること

で、産業界の国際競争力を高める方向にある。そ

のため製造業でも派遣労働者を認めるなど、これ

まで以上に多くの産業において、正社員以外の労

働形態が広がっていくことが、避けがたい方向性

であろう。

　ではその場合、どのような制度が若年層に対し

て必要なのであろうか。次章ではこのような政策

面から考察してみたい。

６　政策的面からの検討

盧　「若者自立・挑戦プラン」
　平成１５年の内閣府経済諮問会議において議論さ

れ、省庁横断的に実施されることになった若年層

―� ―���

１７）このことの説明として、臨時雇が高齢者層において
は、常時雇の代替手段としてよりマッチングを促進し、
結果として就業者数が増えているということが考えら
れる。この点についてはさらに検討が必要である。



向けの総合的な施策が「若者自立・挑戦プラン」

であり、若年層に関する職業教育、能力開発、就

職支援といった複数の省庁にまたがる施策が、こ

のプランの下に結合していることになっている１８）。

　このプランは、主に文部科学省と厚生労働省、

経済産業省、内閣府が合同で実施することとなっ

ている。それは、単に若年層個人に着目するので

はなく、労働市場に入る以前のライフステージで

ある学校、また労働市場の需給を決定する重要な

要因である産業側の要因に目を向ける必要がある

からである。

　このプランによると、「若年者問題」の原因は、

第一に需要不足による求人の減少と、求人の質の

二極化１９）によるミスマッチの拡大、第二に若年者

自身の長期的な目標設定と実現への実行力の問題、

そして第三に職業探索期間の長期化、就業に至る

複線化といった構造変化に従来の教育・人材育

成・雇用のシステムが対応できていないことなど

を挙げている２０）。

　このような問題認識の下で、このプランでは当

面の３年間をかけて人材対策の強化を通じ、若年

失業者等の増加傾向を転換させることを目標とし

ている。またその実行のために、関係省庁の連携

の強化、地域の自主性と多様性を尊重した対応、

民間の活用、そして目標設定と政策評価を政策推

進のためのポイントとして挙げている。

　文部科学省が中心となっている施策では、小学

校からのそれぞれの段階での職場体験や企業実習

と組み合わせた教育の実施などを中心に、高度技

能教育にも対応できるようにしている。また厚生

労働省では、教育段階から職場定着に至るキャリ

ア形成・就職支援を中心に、若年労働市場の整備

を挙げている。

　また経済産業省を中心に、厚生労働省が協力し

て行なっているのが、「若年者のためのワンストッ

プサービスセンター」、通称「ジョブカフェ」であ

る２１）。

　若者自立・挑戦プランの中でも、中心的施策と

なっているこのジョブカフェは、適職診断やカウ

ンセリングに基づいたカリキュラム作成や研修を

行い、場合によってはインターンシップ等を通じ

た職場体験等を経てから職業紹介へという、一連

の流れを行なう、ワンストップサービスを掲げて

いる２２）。

　このような中、平成１６年度では、北海道、青森

県、岩手県、群馬県、千葉県、石川県、岐阜県、

大阪府、京都府、島根県、山口県、愛媛県、福岡

県、長崎県、沖縄県の１５のジョブカフェがモデル

地域として選ばれている２３）。

　今後これらの地域を先行に、都道府県レベルで

の取り組みが活発してくることが期待されている。

盪　若年層を対象とした政策の今後
　産業構造との関係で見た場合、失業率と製造業

との間に負の相関があることが分かった。一方で

今後の新規雇用を生み出そうとする場合、サービ

ス産業が中心となってくることが予想される。ま

た「若者自立・挑戦プラン」と同時期に発表され

た「５３０万人雇用創出プログラム」でもそのような

サービス分野での新規雇用による雇用の創出を政

策目標としている２４）。

　本研究が示したように、産業構造と失業との関

係が明確であるとすると、今後新規雇用が創出さ

れると見込まれるサービス産業において失業が吸

収されるようなマッチングの促進が必要であると

―� ―���

２１）平成１６年度の予算規模では、厚生労働省２７．３億円に
対し、経済産業省５２．５億円となっている。

２２）公共職業サービスにおけるワンストップサービスの
必要性は、����や ��でも論じており、中でも民営
化やワンストップ化といった改革への議論がさかんで
ある。

２３）このうち、京都府、長崎県、岐阜県、群馬県では民
間委託や件自らが無料職業紹介を実施、それ以外の県
ではハローワークを併設して同様のサービスを行なっ
ている。

２４）具体的には個人向け・家庭向け、企業・団体向け、
社会人向け教育、住宅関連、子育て関連、高齢者ケア、
医療・医療情報、リーガル・その他の専門職種、環境
といった分野での様々な職種における雇用創出を予測、
そのための規制緩和を必要としている。詳細は
������������	
��

��
�����������
������２００３�０６１２��
���������	�
を参照。�

１８）各省庁ホームページにそれぞれの施策が分割して掲
載されているが、例えば経済産業省のページ（��������
������������	
���
���
�����４０４２３�������）を参照。

１９）若者自立・挑戦戦略会議では、この「二極化」の減
少について、片方でパート・アルバイト化しつつ、片
方で高度化していると認識している。

２０）若者自立・挑戦戦略会議（２００３）����１�２



いえる。そのためには産業をまたいだ職業移動が

必要であり、現在の職業訓練をこのような視点か

ら行なっていく必要があるといえよう。

　厚生労働省では２００１年から６ヵ年での第７次職

業能力開発政策を策定しており、各都道府県はこ

れに沿ってそれぞれの計画を立案することが求め

られている。例えば東京都の第７次職業能力開発

計画２５）では、他の道府県とは一線を画し、「もの

づくり」を強調した計画を立てている。このよう

な独自の政策を打ち出していくことが今後は必要

となってくるであろう２６）。

７　おわりに―今後の課題

　本研究では２０００年の国勢調査に基づいて、産業

構造と失業の関係を、都道府県別に観察した。そ

の上で下記のような点で、今後の研究を進める必

要性があると考えている。

　まず時系列による産業構造の変化を考慮にいれ

る必要があろう。各都道府県において、それぞれ

の産業が、衰退することで失業を生み出している

のか、あるいは成長することで新規雇用を生み出

しているのかは、時系列で見る必要があろう。

　また若年失業者を本分析では同等に扱ったが、

若年層の問題を包括的に捉えるには、少なくとも

性差による差異、そして最終学歴による差異を考

慮する必要がある。より社会学的分析に近い手法

で、このような差異を考慮することで、若年層の

問題の一部を理解することが可能であろう。特に

大久保（２００２）では少子化に伴う進学率の上昇に

よって、大学卒の中でも相当の格差がついている

現状を指摘している２７）。

　このような分類としては、例えば小杉（２００３）

ではフリーターの分類をモラトリアム型、夢追求

型、やむを得ず型に分類し、それらをさらに細か

く７つに分類している２８）。このような聞き取り調

査に基づいた分析によって、若年失業者の分類を

行なっていくことも、今後肌理細やかな施策を実

施していくうえでは必要であろう。

　最後に本研究では、現在話題になっている

「ニート」の問題は扱わなかった。統計上は非常に

曖昧な概念だが、長期的に低下傾向にある労働力

率を問題にしていると理解すると、これも先進各

国で共通の問題である。欧州ではリスボン欧州理

事会において男女別の労働力率の目標を決め、加

盟各国が２０１０年までに目標を達成することが求め

られている。「ニート」というとライフスタイルや

精神性の方に目が行きがちであるが、今後このよ

うなマクロ的な議論が必要となってくるであろう。
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